
第７ 章 雑 則 

 

（ 防火対象物の使用開始の届出等）  

第 5 5 条 令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物（ ⒆項及び⒇項に掲げる も のを 除く 。） を それぞれの

用途に使用し よ う と する 者（ 内容を 変更し よ う と する 者を 含む。） は、 使用開始の日の７ 日前ま

でに、 その旨を 所轄消防署長に届け出なければなら ない。（ う ）（ さ ）  

２  前項に規定する 防火対象物のう ち、 令第 1 0 条第１ 項又は令第 2 2 条第１ 項に規定する 防火対

象物については、 前項の規定によ る 届出の際、 当該防火対象物に設置する 消防用設備等又は特殊

消防用設備等（ 法第 1 7 条第３ 項の認定を 受けたも のに限る 。 以下同じ 。） に関する 図書を 提出し

なければなら ない。（ う ）（ へ）  

３  前項に規定する 防火対象物は、 所轄消防署長の検査を 受けた後でなければその使用を 開始し て

はなら ない。（ う ）  

 

条則 

（ 防火対象物の使用開始届等)  

第 1 1 条 条例第 5 5 条第１ 項の規定によ る 防火対象物の使用及びその使用内容の変更の届出は、

届出書によ り 行わなければなら ない。  

２  条例第 5 5 条第２ 項の規定によ り 、 前項の届出書に添えなければなら ない図書は、 次のと おり

と する 。 ただし 、 消防用設備等のう ち、 消火器具、 避難器具、 漏電火災警報器、 非常警報器具及

び誘導標識について、 第１ 号に掲げる 図書にそれぞれの設置個所を 記載し た場合には、 当該記載

に係る 消防用設備等に関する 第２ 号に掲げる 図書の添付を 省略する こ と ができ る 。  

⑴ 案内図、 平面図、 立面図、 断面図、 矩計詳細図、 建具表及び仕上表 

⑵ 消防用設備等又は特殊消防用設備等（ 法第 1 7 条第３ 項の認定を 受けたも のに限る 。 以下同

じ 。） の設計書、 仕様書、 計算書、 系統図、 配管図又は配線図（ 建築物の平面図及び断面図に配

管、 配線及び機器を 示し たも の） 及びはり ・ 天井詳細図（ つ）  

⑶ 条例第 5 6 条第１ 項第９ 号から 第 1 3 号ま でに掲げる 設備以外の電気設備の設計書、 説明書、

使用区域・ 送電関係図及び電路・ 負荷設備図（ て）  

３  防火対象物の関係者（ 届出者、 工事施工者、 消防設備士等を いう 。） は、 条例第 5 5 条第３ 項の

規定によ り 所轄消防署長が検査を する と き は、 立会し なければなら ない。（ あ ）（ え）（ お）（ か）

（ と ）  

 

【 解説】  

本条は、施行令別表第１ 各項（ ⒆項及び⒇項に掲げる も のを 除く 。） に掲げる 防火対象物について、

施設と 管理の両面から 、その実態を 明確に把握する ために、使用開始の届出を 義務づけたも のである 。 

 

１  第１ 項の届出は、 防火対象物の使用開始前において、 消防機関が立入検査等を 行い、 当該防火



対象物の位置、構造及び設備が法を はじ め、建基法その他の法令の規定で防火に関する も のに違

反し ないも のである かど う かを 検査し 、違反部分がある 場合には速やかに是正指導を 命ずる 、若

し く は防火管理等、使用開始後に違反部分が生じ る 可能性のある も のについて、事前の措置を 促

すための契機と し よ う と する も のである 。 すなわち、 建築確認の段階においては、 消防機関によ

る 同意の制度がある が、建基法第７ 条の規定によ る 建築物に関する 完了検査は、こ の同意の対象

に含ま れないと 解さ れる ため、 消防機関は、 建築確認の対象と なっ た計画に、 竣工し た建築物が

合致し ている か否かを 確かめる こ と ができ ず、 別個に検査を 行う こ と を 必要と する のであ る が、

その時期と し ては、 当該建築物の使用開始前が適当である（ 使用開始後においては、 違反部分が

存する 場合、 改造のために営業停止等を 行わなければなら ず、 関係者自身不利益である 。）。 こ の

時期を 的確に把握する こ と が、 本条の届出の第一の目的である 。  

 

２  本条の届出義務者である「 それぞれの用途に使用し よ う と する 者」 と は、 用途を 変更し た防火

対象物（ その部分を 含む。） 及び新たに用途が発生し た新規防火対象物（ その部分を 含む。） の関

係者のこ と である 。 こ こ でいう 関係者と は、 所有者、 賃貸人その他権原に基づいてそれぞれの用

途に使用し よ う と する 者（ 内容を 変更し よ う と する 者を 含む。） を いう 。  

 

３  「 内容を 変更し よ う と する 者」 も 含むこ と と し ている のは、 １ と 同じ 趣旨によ る も のであり 、

使用開始後において違反部分が存する 場合、 関係者自身、 不利益を 被る こ と と なり 、 ま た、 防火

対象物の安全性を でき る だけ確保する ためにも 、 趣旨に沿っ た弾力的な運用が必要である 。  

なお、「 内容を 変更」 と は、 次に掲げる 事項を いう 。  

⑴ 建物の増改築や改修等 

（ 例）  

 収容人員の変更 

 無窓階の判定 

 百貨店等の避難通路の確保 

 避難施設の整備 

⑵ 消防用設備等の設置又は改修等 

⑶ 火気設備等・ 火気器具等の変更 

（ 例）  

 条例第 5 6 条に規定する 届出対象以外の火を 使用する 設備の設置 

⑷ 用途の変更 

（ 例）  

 事務所（ ⒂項） から 飲食店（ ⑶項）  

 一般住宅から 宿泊施設（ ⑸項イ ）  

 コ ン ビ ニ（ ⑷項） から 事務所（ ⒂項）  

 飲食店（ ラ ーメ ン ）（ ⑶項ロ ） から 飲食店（ 寿司）（ ⑶項ロ ）  

⑸ 関係者（ 所有者、 テナン ト の事業主等） の変更 



 

４  本条の届出について、同一敷地内の防火対象物（ 棟）は一括し て行う こ と と し て差し 支えない。  

 

５  第２ 項は、 消防用設備等に関する 図書の提出義務について規定し ている 。  

具体的には、 第１ 項で使用開始の届出が義務付けら れている 防火対象物のう ち、「 令第 1 0 条

第１ 項」 又は「 令第 2 2 条第１ 項」 に規定さ れている 規模の防火対象物については、 第１ 項の届

出を する 際に、 その建物に設置する （ 変更する 場合も 含む。） 消防用設備等又は特殊消防用設備

等（ 法第 1 7 条第３ 項の認定を 受けたも のに限る 。） に関する 図書を 併せて提出し なければなら

ないこ と と し たも のである 。 ただし 、「 令第 1 0 条第１ 項」 又は「 令第 2 2 条第１ 項」 に規定さ

れている 規模の防火対象物であっ ても 、 上記３ に係る 届出のう ち、 当該届出部分において、 消防

用設備等又は特殊消防用設備等や防火対象物の位置・ 構造・ 設備に変更が生じ ないも のは、 第２

項に該当し ないも のと する（ 例： 届出者が法人の場合で、 代表者氏名、 電話番号の変更があっ た

場合）。  

 

６  添付する 図書については、規則第 1 1 条第２ 項に定めら れた図書及び消防用設備等試験結果報

告書を 提出する こ と 。  

なお、 上記３ 中の「 内容を 変更」 する 場合における 消防用設備等試験結果報告書の提出につい

ては、 次のと おり と する （ 上記５ 中のただし 書き に該当する も のを 除く 。）。  

 

消防用設備等の変更（ 新設、 増

設、 移設、 取替え又は改造）  
提出書類 

あり  当該変更内容（ 部分） の図書＋消防用設備等試験結果報告書 

なし  当該変更内容（ 部分） の図書 

 

７  法第 1 7 条の３ の２ の規定によ る 設置届に添付する 消防用設備等又は特殊消防用設備等の図

書が重複する も のについては、 省略する こ と ができ る 。 ま た、 既に消防機関へ届け出ている 消防

用設備等計画書又は着工届の内容に変更がないも のについても 、図書が重複する 場合は省略する

こ と ができ る 。  

 

８  第３ 項は、防火対象物の使用開始前の検査についての規定であり 、第２ 項に該当する 防火対象

物は、 その使用開始前に所轄消防署長の検査を 受けなければなら ない。  

なお、テナン ト 等の間仕切り の変更等があ る 場合で、設置し ている 消防用設備等が消防法令の

適用上何ら 支障がないこ と が添付さ れた図書や写真データ 等によ り 明ら かである 場合は、現場確

認を 省略する こ と ができ る 。  


